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北海道北見市の紹介

「Okhotsk Valley -オホーツクバレー -」
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・約12万人に対して焼肉店が70店舗、タマネギも全国１位
・東西の長さが110km（箱根駅伝と同じ距離）全国１位



ＩＴ企業誘致の取組

・東日本大震災後のリスク分散

（地震確率は全国最小地域）

・オフィス賃料等のコスト削減

（都内オフィスの１／３）

・東京日帰り圏内の好アクセス

（東京―北見 約２時間半）

・北見工業大学の理系人材確保

（首都圏の人材不足に対応）

「Okhotsk Valley -オホーツクバレー -」
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・４つの進出メリットを提示して、首都圏の IT企業を誘致

・2013年に制作した企業誘致パンフレット



北見工業大学と連携した人材回帰モデル

・インターンや共同研究に取り組みながら新卒者を採用
・川から海に出て数年後に帰ってくるサケモデルを推進

「Okhotsk Valley -オホーツクバレー -」
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2015年 総務省｢ふるさとテレワーク推進事業｣

・首都圏の企業９社から、延べ１８０人がテレワーク
・北見市での良好なテレワーク環境を実証

「Okhotsk Valley -オホーツクバレー -」
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実証事業からテレワークの推進へ

・プロモーション活動

・地元ＩＣＴ人材の育成

・テレワーク拠点整備･運営

・「はたらく」と「あそぶ」を掛け合わせた「はたらぶ」
・地方創生関連の交付金を活用し、３つの事業を展開

「Okhotsk Valley -オホーツクバレー -」
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・首都圏の企業をや地元の学生などを対象に北見テレワークセ
ミナーを開催
・テレワークに関心を持つ経営者による合同企業視察ツアー

東京でのセミナーでＰＲ

合同企業視察ツアーの実施

「Okhotsk Valley -オホーツクバレー -」
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小学生向けプログラミング講座

高校生向けテレワークセミナー



サテライトオフィス整備

「Okhotsk Valley -オホーツクバレー -」

・中心商店街の空き店舗を活用したサテライトオフィスを整備
・ふるさとテレワーク推進事業の新たな拠点として活用

① オープンスペース 24席

② 占有スペース 20席

③ テレビ会議用個室 2部屋
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進出企業３社との連携協定

「Okhotsk Valley -オホーツクバレー -」

・総務省の「ふるさとテレワーク地域実証事業」に参加した

９社のうち、３社が自社でのサテライトオフィスを開設
・３社から申し出があり、地方創生に向けた連携協定を締結

地方創生に向けた連携協定締結式の様子
株式会社アイエンター
代表取締役 入江 恭広
東京都渋谷区渋谷2-14
資本金 3,000万円 社員数 225名

株式会社ズープスジャパン
代表取締役 渡部 佳朗
東京都千代田区神田和泉町1番地12-15
資本金 3,000万円 社員数 56名

株式会社 要
代表取締役 田中 恵次
東京都千代田区麴町2-2-3
資本金 1,000万円 社員数 75名
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・ICT産業創出による地域の「稼ぐ力」の向上へ

・産学官が連携した ICT産業創出プロジェクトを展開

「Okhotsk Valley -オホーツクバレー -」

北見市ＩｏＴ推進ラボ（経済産業省）

・地方版ＩｏＴ推進ラボ 第4弾選定
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・オンライン展示会の開催



「Okhotsk Valley -オホーツクバレー -」

ICT産業の創出に向けた開発事例
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・カーリングの姿勢推計システムの開発

（株式会社 アイエンター）

・幼児ＡＩ見守りシステムの開発

（株式会社 要）

・路面凹凸可視化アプリの開発（株式会社 要）

・市役所窓口でのＲＰＡの実証（株式会社 アイエンター）

・北見市IoT推進ラボが中心となり様々な実証事業を実施
・北見発の ICT産業創出による IT人材の集積を目指す



サケモデルの限界

「Okhotsk Valley -オホーツクバレー -」
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・北見工大の道内出身者は40％

・地元の出身者はたったの10％

・北見工業大学に限定したサケモデルでは人数が足りない

・首都圏の企業に就職した地元出身者を戻す取組が必要



・地元に残る親をターゲットにセミナー

「Okhotsk Valley -オホーツクバレー -」
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・地元に残る親を対象に、帰省時期のお盆前と正月前に実施
・Uターンラッシュより一足先に帰省しテレワーク

・帰省型ふるさとテレワークの実施

・ふるさとインターンシップの実施

・東京本社とテレワークでＶＲを開発



パンフレットの対象を｢企業｣から｢個人｣へ

・企業が決めていた｢働く場所｣と｢住む街｣を社員が選ぶ時代に

・地元へのUターンを考える場所（病院・葬祭場）に設置

「Okhotsk Valley -オホーツクバレー -」
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【従来のパンフレット】

⇒ 企業目線の情報を掲載

・自然災害のリスク分散

・北見工大の採用状況

・賃金構造や求人倍率

・企業立地の各種補助金

【新たなパンフレット】

⇒ 個人目線の情報を掲載

・移住者のインタビュー

・テレワークの推進

・暮らしの情報

（医療・子育て・住居等）



全国初！ 移住者1人から企業立地補助金

・社員の北見移住を認めた IT企業に、移住者1名から補助金
・withコロナ時代のニーズに適した新たな支援策を制度化

「Okhotsk Valley -オホーツクバレー -」

・企業立地の雇用補助金を「移住×テレワーク」の場合は１名から対象に
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・北海道新聞（全道面）掲載



・地元雇用が16名となり、北見工大生2名を新卒採用
・北見市及び社会福祉協議会とのゴミの削減や地域情報

発信の事業を開始
「Okhotsk Valley -オホーツクバレー -」

地元の掲示板「ジモティー」進出
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・粗大ごみのリユースに向けた実証事業

・2019年７月に北見市と企業立地協定を締結

・社会福祉協議会とのリユース事業



・北見工大との共同開発による「道路管理維持システム」
（セーフロードV（ブイ））の商品化

「Okhotsk Valley -オホーツクバレー -」

サケモデル実践企業が事業所開設
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北見工業大学 交通工学研究室

富山和也准教授と株式会社要の共同開発

・2021年２月に北見市と企業立地協定を締結



・多くの北見出身者を採用してきた(株)アイエンターが、

本社のエンジニア４名を地元に戻して北見支店を開設

「Okhotsk Valley -オホーツクバレー -」

サケモデルの北見出身者がＵターン
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・北見出身の学生を積極的に採用

・メインスポンサーのカーリングチーム発足



地方創生テレワーク交付金

・既存テレワーク施設の拡充と、プロモーションを実施
・地方でのテレワークによる移住・定住を推進する

「Okhotsk Valley -オホーツクバレー -」
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令和3年度

【サテライトオフィス等開設支援事業】

⇒ サテライトオフィス北見の改修整備

・長期滞在が可能な宿泊スペース等を整備

・1人用の防音テレビ会議室を増設

・ICTを活用した最新スマートキーの設置

その他【プロジェクト推進事業】

⇒ 関係人口創出に向けたプロモーション活動

・ブランディング動画の作成とSNSでのPR

・ワーケーションのモニターツアーを実施

・インフルエンサーによるお試し移住体験

・宿泊スペース ・一人用テレビ会議室



ふるさとテレワークPR事業

「Okhotsk Valley -オホーツクバレー -」
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・U･Iターン希望者に向けたオンラインセミナーを開催
・バーチャルオフィスを活用したチームビルディング

【オンラインセミナー】

講師に勝間和代さんを
招いて「テレワークで
地方で働く」をテーマ
にしたセミナー開催。

【チームビルディング】

テレワークの普及で、
企業課題となっている
一体感の熟成を、オン
ラインイベントで実施。



経済産業省北海道経済産業局との連携

関係人口の創出・拡大等により新たな人の流れ
をつくるための覚書を締結

・サテライトオフィス北見を活用した地域
活性化に関すること

「Okhotsk Valley -オホーツクバレー -」
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・北海道経済産業局との覚書に基づきセミナーを開催
・トップセミナーと題して著名な有識者の方々が登壇



・テレワークを契機とした｢企業｣と｢人材｣の集積化と、

先端技術と大自然が混ざり合う北海道の IT都市を目指す

「Okhotsk Valley -オホーツクバレー -」
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テレワークを契機としたオホーツクバレー構想



お問合せは下記のご連絡先まで

【お問い合わせ先】

・北見市役所 商工観光部 工業振興課 工業係

・電話 0157-25-1210 ・FAX 0157-26-2712

・メール hatarabu@city.kitami.lg.jp

「Okhotsk Valley -オホーツクバレー -」

オホーツクバレー：ホームページ オホーツクバレー：Facebook
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